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件     名 
「平成 30年度新規プロジェクト」の募集開始 

～産学官連携プロジェクトの来年度研究テーマを決定～ 

  

概     要 

近畿地方整備局が参画する、新都市社会技術融合創造研

究会は、社会資本の整備、維持、管理に関わる技術の普及

を目的として、産・学・官の連携・協力によって取り組む新規プ

ロジェクトを募集します。 

 

新規プロジェクトの研究テーマは以下のとおり 

● 特定研究テーマ 

「トンネル点検支援技術の高度化に関する研究」 

 

※ 応募期限は平成 30 年 3月 23 日(金)まで 

※ 研究テーマ内容他詳細についてはＨＰをご覧ください。 

http://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/ 
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平成３０年度新規研究テーマ概要 
 

特定研究テーマ（研究内容及び研究成果を特定する研究テーマ） 

 
 

自由研究テーマ（研究テーマの範囲のみを指定する研究テーマ） 

 

 研究テーマ（項目） 背景・課題 研究内容（案） 期待する成果・効果 

１ トンネル点検支援技術

の高度化に関する研究 

トンネル構造は橋梁などの構造計算により決定される構造

物と異なり、掘削時に確認した地山の状況応じて支保構造など

を経験的に決定される構造物であり、その劣化・損傷要因につ

いても、地山の変状や湧水などの影響要因の確認や特定が困

難で、損傷要因などの推定に不確実性が伴う。 

 このため、定期的に専門技術者によるトンネル全断面の近

接目視や打音による点検を行い、劣化状況を確認した上で、

損傷要因等を推定し補修内容を決定しているところであるが、

調査・点検に必要な費用や道路規制に伴う社会的損失、高齢

化に伴う専門技術者の不足などの問題を抱えている。 

さらには、写真・ひび割れスケッチなどの点検データが非常

に膨大となり、ＩＣＴ施工を進める上でも大きな課題となってい

る。 

本研究においては、覆工、坑門等に発生した変状（ひ

び割れ、うき、はく離、はく落、変形、漏水など）に対するト

ンネル点検の支援ができる技術の高度化として、画像等

の計測結果をデータベース化するとともにＡＩなどの新技

術を活用することで、健全度の診断作業の効率化および

技術者による判定精度の向上となる支援技術の構築を

目指す。 

また、ＡＩなどの技術を効果的に活用するため、トンネ

ル設計時や施工時に入手できる地山情報（ボーリング調

査結果、岩判定結果、変位計測結果など）などのデータ

のうち、どのようなデータがトンネルの健全度診断に活用

できるか検討を行いデータ項目の抽出を行う。 

・ 画像等データベースの作成・整理・解

析・診断の迅速化・確実化 

・ 健全性判定区分の判断基準根拠作成 

・ 専門技術者不足への対応 

・ ＡＩによる劣化・損傷要因特定のために必

要な設計・施工時(地山)データの項目抽

出 

・ 診断作業の効率化によるコスト縮減 

 

 研究テーマ範囲 研究内容例 

   

平成30 年度は自由研究テーマの募集はありません。 



 

新都市社会技術融合創造研究会 平成３０年度新規プロジェクト募集要項 
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新都市社会技術融合創造研究会 

新規プロジェクトの募集について 

 

1. 新都市社会技術融合創造研究会の主旨及び目的 

新都市社会技術融合創造研究会（以下、研究会という。）は、社会資本の整備、維持・管理に関わる産・学・官

の連携・協力による新しい技術の研究、普及等に関する事業を行い、もって都市再生と地域連携による経済活力の

回復に貢献し、国民生活の質の向上、安全で安心できる暮らしの確保、環境の保全・創造に寄与することを目的とし

ます。 

なお、研究会は、産学官から構成されるプロジェクト選定・評価委員会（以下、委員会という。）とテクニカ

ルアドバイザーを通じて、研究を実施するプロジェクトチームの活動が円滑に行われるよう、ニーズのマッチ

ングやフィールドの提供、運営等について助言し、支援を行うものです。（研究費補助等の財政面での支援

を行う趣旨ではありません。） 

 

2. 募集研究テーマ 

(1) 特定研究テーマ（研究内容及び研究成果を特定する研究テーマ） 

平成 30 年度に新規に公募の対象とする特定研究テーマは次のとおりです。 

テーマ１ 「トンネル点検支援技術の高度化に関する研究」 

  ※研究テーマの詳細については別紙「平成 30 年度新規研究テーマ概要」を参照。 

(2) 自由研究テーマ（研究範囲についてのみ設定した研究テーマ） 

平成 30 年度に新規に公募の対象とする自由研究テーマはありません。 

 

3. 研究体制等 

研究会では、選定した研究プロジェクトごとに研究を統括するプロジェクトリーダーを委員会で指名して、プ

ロジェクトリーダーを中心とする産・学・官のプロジェクトチームを設置します。プロジェクトの実施にあたってプ

ロジェクトチームは、産・学・官の各分野の知識（人・費用）、機器、材料等を持ち寄り、研究成果をとりまとめ、

委員会に報告することとなります。研究成果は土木技術向上に資することを目的としており、広く一般に情

報提供を行うため、研究成果発表会や近畿地方整備局ホームページ等で公表することとしています。 

官は研究テーマに対して、フィールド及び手持ちデータ等の提供を行います。また、研究の委託契約につ

いては単年度契約とし、委託研究の額については、予算総額及びプロジェクト数をふまえ 1 件あたり 300 万

円程度を想定しています。 

 

4. 応募資格 

研究会の規約に基づいて、上記の主旨・目的に賛同し、産・学で連携・協力を行える以下のいずれかに

該当する研究機関等で研究開発に従事する個人・組織とします。 

ただし、同一の研究内容で、国土交通省及び他省庁等の補助金等を受けている研究開発に従事してい

る場合は認められません。 

また、競争的研究資金の不合理な重複（同一の個人・組織による同一の研究課題に対して、複数の競

争的研究資金が不必要に配分される状態）や過度の集中（同一の個人・組織に当該年度に配分される研

究費全体が、効果的、効率的に使用できる限度を超えている状態）を排除する観点から、委員会より指名

された研究プロジェクトのプロジェクトリーダーが、研究期間中に重複して新たに研究会の公募に応募するこ

とはできません。 

一. 大学・高等専門学校等の研究機関 

二. 国又は地方公共団体における研究機関 

三. 研究を目的に持つ独立行政法人、高速道路株式会社、日本下水道事業団 

四. 研究を目的に持つ特例社団・財団法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人 

五. 民間研究機関（研究業務を行っている機関） 

六. 研究会が委託研究を実施することが適当であると認めた学会及び業界を代表する協会 

七. 公共事業を行う第三セクターのうち研究会が委託研究を実施することが適当であると認めた法人 



 

八. その他、特に研究会が委託研究を実施することが適当であると認めた法人又は個人 

九. 前各号の用件を満たす複数の機関又は研究者からなる共同研究体 

 

5. 応募手続き 

応募用紙（A4 サイズ）に必要事項を記入し、下記事務局宛にメール又は郵送願います。なお、質問のあ

る場合は連絡先記入の上、任意の様式でメール又は FAX にてお問い合わせ下さい。 

(1) 提出期限及び提出先 

提出期限：平成 30 年 3 月 23 日（金） 

提出先：国土交通省 近畿地方整備局 新都市社会技術融合創造研究会事務局 

住所：〒573-0166 大阪府枚方市山田池北町 11-1 

TEL：072-856-1941（代表）  FAX：072-868-5613  E-mail：kkr-ls-gijyu02@mlit.go.jp 

(2) 応募書類の様式 

応募書類は別添資料「研究プロジェクト 応募用紙」の様式を用い、日本語で作成してください。 

(3) 応募書類の添付資料 

応募書類には、以下の資料またはこれに準ずるものを添付してください。なお、大学及び高等専門学

校または会社法人の場合、下記①～③は学校案内・会社案内、パンフレット等、該当する既存の資料で

結構です。また、共同研究の場合、応募者に加え、全ての共同研究者の所属機関について、添付書類

を提出してください。 

① 法人の経歴書 1 部 

② 研究機関の事業報告書等、役員名簿等及び定款等の写し（最新のもの） 1 部 

③ 当該研究に関する事業部、研究所等の組織等に関する説明書 1 部 

(4) プロジェクトリーダーの推薦 

応募者はあらかじめ共同研究者の中からプロジェクトリーダー（原則、大学・高等専門学校等の研究機

関に所属する者。）を推薦のうえ、応募書類にプロジェクトリーダーの氏名、所属、連絡先等を記述してく

ださい。 

(5) 応募書類に不備があった場合の取扱い 

応募書類について、募集要領に従っていない場合や不備がある場合、また応募書類の記述内容に

虚偽があった場合は、応募を原則無効とします。 

(6) 秘密の保持 

応募書類は、応募者等研究者の利益保護の観点から、原則として審査以外の目的に使用しませんが、

重複排除の調査等のため、応募に関連する情報について関係機関に対して情報提供を行うことがありま

す。 

また、応募書類は委託先の特定のためにのみ利用し公表しません。ただし、研究の実施が適当である

と判断されたプロジェクトについては、その研究内容の概要を公表することがあります。それ以外の応募

書類については、研究会事務局で責任を持って保管、廃棄します。 

(7) 注意事項 

研究の提案にあたっては、応募者をはじめとする各研究者は研究の円滑な遂行に必要な時間を適切

に確保することに留意してください。 

なお、指名されたプロジェクトリーダーはやむを得ない特段の事情がない限り、研究期間中の変更は認

められません。 

 

6. 審査方法等 

(1) 審査手順 

提出された応募書類については、応募の要件を満たしているか等について審査するとともに、応募書

類の内容について事務局による書面審査（必要に応じてヒアリングを実施）を行い、その後、委員会（平

成 30 年 5 月開催予定）によるヒアリング審査を行います。 

(2) 審査基準 

審査は委員会において以下の視点から総合的に行われます。なお、議事録については非公表とし、



 

審査の経過に関する問合せには応じませんので予めご了承ください。 

ⅰ．「課題解決性」 道路事業が抱える技術的な課題の解決に資する適切な研究か。 

ⅱ．「新規性・将来性」 新規の研究要素が認められるか。将来性のある研究か。 

ⅲ．「実現可能性」 目標達成が可能な研究計画、経費、実施体制は適切か。近畿地方整

備局と共同で研究開発が可能な体制か。 

なお、採用枠には予算総額などの理由により限りがあるため、委員会の審査において評価の高かった

研究内容から採用となります。 

(3) 結果の通知 

審査結果については、結果を問わず応募者に対して通知するほか、審査の結果採択予定となったプ

ロジェクトについて、プロジェクト名、プロジェクトリーダー名等を研究会のホームページ等で公表します。 

なお、審査結果に関する問合せには応じませんので予めご了承ください。 

 

7. プロジェクトの委託契約 

(1) 委託経費 

プロジェクトの費用の一部について、近畿地方整備局とプロジェクトリーダーの所属する機関との間で委

託契約を結ぶことにより負担します。 

なお、研究機関への委託経費は以下のものとなります。 

・ 「人件費」：研究に従事する者（大学の教職員等で受託研究を担当する者）の作業時間に対する人

件費。 

・ 「旅費」：研究を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費（交通費、宿泊費、日当）とし

て既存の内規等に基づき支払われるもの。 

・ 「会議費」：研究を行うために必要な会議、講演会、シンポジウム等に要する経費。 

・ 「謝金」：研究を行うために必要となる謝金。 

・ 「備品費」：研究を行う為に必要な物品（ただし、1 年以上継続して使用できるもの）の購入、製造に

必要な経費。また取得した設備等は当該研究のみに使用するものとし、自主研究を含めた当該研

究以外の目的に使用しないこと。※備品は、原則、本委託研究終了後に委託者へ返還すること。 

・ 「賃料及び損料」：研究を行うために必要な機械器具等のリース・レンタルに要する費用。ただし、委

託契約締結前に発注しているもの、既に自主研究等のためにリース等を行っているものについては

原則委託対象として計上できない。 

・ 「消耗品費」：研究を行うために必要な物品であって備品費に属さないもの（ただし、当該研究のみ

で使用されることが確認できるもの）の購入に要する費用。また、取得した物品等は当該研究のみ

に使用するものとし、自主研究を含め当該研究以外の目的に使用しないこと。 

・ 「外注費」：受託者が直接実施することができないもの、または適当でないものについて、他の研究

者に外注するために必要な経費（ただし、プロジェクトの主たる部分(総合的企画、研究開発の遂行

管理、研究開発手法の決定及び技術的判断等)については外注を認めない）。また納品された成

果等は当該研究のみに使用するものとし、自主研究を含め当該研究以外の目的に使用しないこ

と。 

・ 「印刷製本費」：研究で使用するパンフレット・リーフレット、研究成果報告書等の印刷製本に関する

経費。 

・ 「補助員人件費」：研究を実施するために必要な補助員（アルバイト等）に係る経費。また契約書等

により補助員の業務の内容を明らかにしておくこと。 

・ 「再委託費」：委託者との取り決めにおいて、受託者が当該研究の一部を他者に行わせる（委任又

は準委任する）ために必要な経費。 

・ 諸経費（委託研究に必要な経費のうち、直接費以外の諸経費について計上することとし、直接費×

諸経費率(30%)を上限とする。） 

(2) 研究活動の不正行為への対応 

研究会では、国土交通省が改正・策定した「研究活動における不正行為への対応方針（平成 27 年 6



 

月 2 日改正）」及び「研究期間における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）平成 27 年 6

月 2 日」のもと、研究不正行為に対して適切に対応することとしています。研究資金の配分を受ける研究

機関は、これら指針及びガイドラインに沿って、研究資金の不正な使用及び不正な受給を防止するための

必要な環境・体制を構築するなど、不正防止の対応に努めてください。 

※「研究活動における不正行為への対応方針（国土交通省 H27.6.2 改正）」 

→ http://www.mlit.go.jp/common/001091876.pdf 

※「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（国土交通省 H27.6.2 改正）」 

→ http://www.mlit.go.jp/common/001091878.pdf 

 

8. 中間評価・事後評価資料の作成 

委員会は、研究成果の評価を行うため、中間評価及び事後評価を実施します。ついてはプロジェクトリ

ーダーは別添「新都市社会技術融合創造研究会 中間評価・事後評価実施要領（案）」にしたがって評

価資料の作成・提出をお願いします。なお、中間評価・事後評価のいずれの場合も評価結果を公表する

予定です。 

 

9. 知的財産権の排他的実施の制限 

プロジェクト成果について、公共目的で国等が利用する場合は、その使用を認めていただきます。また、

本プロジェクトの成果である特許権等について専用実施権及び独占的な通常実施権については委託者と

受注者で協議のうえ決定することとします。 
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プロジェクトリーダー氏名： 
所属機関名： 
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３．募集研究テーマ：「  （特定研究テーマの募集テーマ名を記載）  」 
  研究プロジェクト：「                              」 
 

４．研究テーマの背景及び課題、目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．研究内容（研究項目及びプロジェクトの進め方など） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

６．研究の特徴（研究内容の独創性、課題解決性、新規性、将来性、実現可能性、申請予定あるいは取得した特許、関

連する論文等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７．研究により期待される具体的な成果 
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